
蓮田市公共物払下げ事務処理要綱
平成２５年５月２８日市長決裁

（目的）
第１条　この要綱は、公共物の払下げにおいて、別に定めがある場合を除き、財産管理及び処分の適正かつ合理的な事務処理を図るため、必要な事項を定めることを目的とする。
（定義）
第２条　この要綱において「公共物」とは、次の各号に掲げるものをいう。
(1) 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づく道路（以下「認定道路」という。）
(2) 蓮田市法定外公共物管理条例（平成１４年蓮田市条例第４１号）第２条第１項第１号の規定に基づく道路
(3) 蓮田市法定外公共物管理条例第２条第１項第３号の規定に基づく河川
２　この要綱において「近傍類似宅地単価」とは、払下げ対象となる公共物（以下「対象地」という）近傍の固定資産税算出の際に使用する標準的な宅地の単価をいう。
（適用範囲）
第３条　この要綱は、市が所有管理する公共物に適用する。
（基本的条件）
第４条　公共物の払下げは、次の各号に掲げる要件をすべて備えている場合に行う。
(1) 対象地が、現にその用途目的を喪失していること。
(2) 現在公共利用がなく、かつ、将来も公共の用途として利用する見込みがないと判断されるもの。
(3) 公共物を払下げることについて、対象地に隣接する全ての土地所有者の同意が得られていること。
(4) 払下げをするに相当な事由があると市長が認めたもの。
２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、公共物の払下げを行わない。
(1) 公共物を払下げすることにより、他の公共物に影響を及ぼすとき又はそのおそれがあるとき。
(2) 公共物を払下げすることにより、公共物に隣接する他の土地所有者の土地利用に支障を及ぼすとき又はそのおそれがあるとき。
(3) 対象地に他の者が利用する地下埋設物等があり、その移設が不可能なとき。
(4) 対象地より、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４３条第１項に規定する接道要件を満たしている物件があるとき。ただし、対象地によらず、別の方法により同要件が確保でき、その他の法令に基づく手続きに支障がない場合はこの限りではない。
（土地取得者）
第５条　払下げを受けようとする者（以下「土地取得者」という。）は、対象地に隣接する土地の所有者でなければならない。
２　次の各号のいずれかに該当するときは、土地取得者以外の、対象地に隣接する全ての土地所有者及びその他権利者より、払下げについての同意を得なければならない。ただし、その他権利者については、公共物の払下げがその土地の価値に著しく影響を及ぼすものでない場合はこの限りではない。
(1) 対象地に隣接する土地に、土地取得者以外の所有権が存在するとき。
(2) 対象地に隣接する土地に、仮登記をはじめとする所有権以外の権利が設定されているとき。
　（交換）
第６条　市長が特に必要と認めたときは、公共物を他人の財産と交換することができる。
　（認定道路の払下げ）
第７条　認定道路の払下げをするときは、市は道路法第１０条及び第９２条の規定に基づき路線の廃止を公示し、かつ４箇月間不用物件を管理した後に払下げの手続を行う。
（用途廃止）
第８条　市は、対象地について、用途廃止の手続を行うものとする。
　（境界の確定）
第９条　対象地の境界は確定していなければならない。
２　土地取得者は、境界が確定していないときは、境界確認の申請をし、境界を確定した後でなければ、公共物の払下げの申請をすることができない。
３　市は、前項の境界確認申請を受けたときは、払下げ地に隣接する全ての土地所有者との境界確認を速やかに行うものとする。
　（事前協議）
第１０条　土地取得者は、様式第１号の公共物用途廃止・払下げ事前協議書に次の書類を添付して市長に提出し、協議しなければならない。
(1) 案内図
(2) 公図（不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第１４条第１項に規定する地図又は同条第４項に規定する地図に準ずる図面をいう。次条において同じ。）の写し
(3) 現況説明図
(4) 土地利用計画図
(5) 現況写真
　（払下げ申請）
第１１条　土地取得者は、前条の規定に基づく事前協議を行い、必要な関連手続きが整ったときは、速やかに様式第２号の公共物払下げ申請書に次の書類を添付して、市長に提出しなければならない。
(1) 案内図
　(2) 公図の写し
(3) 実測平面図
(4) 土地利用計画図
(5) 同意書（様式第３号）
　(6) 用途廃止申請書（様式第４号）
(7) 土地登記全部事項証明書
(8) 印鑑登録証明書
(9) 現況写真
(10) 登記手続きに必要となる書類一式
(11) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書
２　前項に掲げる書類のうち、市長が不要であると判断したものは添付を省略することができる。
３　土地取得者は、払下げ申請をした後に払下げを取りやめるときは、様式第５号の公共物払下げ取下げ申請書を提出しなければならない。
（費用負担等）
第１２条　払下げ手続においての費用負担等は次のとおりとする。
(1) 境界査定（境界標の設置を含む。）に要する費用は市が負担するものとする。ただし、既に境界査定が完了しており、復元のための資料が揃っている場合の境界標の復元は土地取得者が行うものとする。
(2) 登記に要する費用は市が負担するものとする。
２　土地取得者は、前項第１号に規定するものを除いたすべての費用と土地取得費用を負担するものとする。
３　登記に係る手続は、市が行うものとする。ただし、所有権移転登記に必要となる登録免許税は、土地取得者が負担するものとする。
４　表示登記後の地目変更登記は、土地取得者が行うものとする。
（土地売買契約及び代金等の支払い）
第１３条　土地売買契約は、所有権保存登記及び分筆登記完了後に締結する。
２　土地取得者は、土地売買契約締結後３０日以内に、市が発行する納入通知書により土地代金及び測量費用等を市の指定金融機関に納入しなければならない。
３　市は、土地代金及び測量費用等が納入されたことを確認した後、所有権移転登記を行うものとする。
（単価）
第１４条　対象地の単価は、近傍類似宅地単価によるものとする。
２　払下げ手続途中で近傍類似宅地単価に変更が生じた場合は、払下げ申請時における近傍類似宅地単価によるものとする。
３　前項の規定にかかわらず、土地取得者が公共事業に関連して払下げを受けようとする場合の単価は、その公共事業の買収の単価とする。
（委任）
第１５条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
　　　
　　　附　則（平成２５年５月２８日市長決裁）

　この要綱は、平成２５年５月３１日から施行する。

